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令和７年度内閣府防災部門

予算案 
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令和７年度当初予算案の主要事項（内閣府防災※）  
令和７年度予算案 約 146億円 
（令和６年度予算額 約 73億円） 

※裁量的経費は約 109億円（対前年度約 73 億円増）、災害救助費等負担金などの義務的経費は
約 37億円（対前年度同額）となっている。

事前防災を徹底するため、当初予算を倍増し以下の事項に重点的に取り組む。  
（ ）は、６年度当初予算額

Ⅰ 事前防災の充実をはじめとする災害対応力の強化 
（１）避難生活環境の抜本的改善
〇プッシュ型支援のより迅速かつ確実な実施
・大規模災害発生時のプッシュ型支援に要する経費をあらかじめ予算化
し、迅速に被災地にプッシュ型支援を実施。【2,749百万円(新規)】

〇災害時に活用可能なキッチンカー・トレーラーハウス等に係る登録制度の創設
・災害時に活用可能なキッチンカー、トレーラーハウス、トイレトレーラー等を平時から
登録・データベース化しておき、発災時にニーズに応じて迅速に提供する仕組みを構築。
（令和７年６月中の運用開始予定）        【43百万円(新規)】 

（２）官民連携や人材育成の推進
〇専門的な技能を持つ NPO、ボランティア団体等の登録制度の構築
・NPO等が災害時において積極的に被災者支援に参画できる環境を整え
るための、登録・管理データベースの整備、制度の周知を図る普及啓
発、交通費補助等を実施。 【187 百万円(新規)】 

〇避難生活支援・防災人材育成強化 
・避難生活支援リーダー/サポーター研修の実施地域の大幅拡充や、研修
修了者の活用の仕組みの構築に向けた検討を実施。【122百万円(23百万円)】

〇地方自治体と連携した訓練・研修の拡充、防災教育の推進 
・地方自治体、住民等が連携した地震・津波防災訓練等の実施や自治体職員向けの研修受入れ枠・
実施個所数を拡充するとともに、デジタル防災教育を推進。【508百万円(233百万円)】

（３）防災 DXの加速
〇防災情報システムの効果的な利活用促進
・次期物資支援システムの利活用促進の研修・訓練や、新総合防災情報システム
（SOBO-WEB）を活用した実践的な机上演習を推進。【218百万円(21百万円)】

（４）南海トラフ地震等大規模災害対策の充実
〇自治体における事前防災力強化の支援事業
・自治体の被害想定や防災計画等の策定・見直しのうち、具体の地域課
題を踏まえた先進的な取組について、計画策定を支援するとともに、
孤立可能性集落の調査等を実施する。 【170 百万円(新規)】 

Ⅱ 災害対応の司令塔機能の強化 
〇「事前防災対策総合推進費」の創設 
・関係省庁による事前防災対策を推進するための「事前防災対策総合推
進費」を創設し、事前防災の強化につながる調査・研究開発、関係省
庁と地方自治体等が連携して行う事前防災の強化の取組を推進。
【1,700百万円(新規)】

※内閣官房防災庁設置準備室経費（約２億円）を含む。
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６年度 対前年度 令和6年度

予算額 予算案 増△減額 補正予算

○ 災害予防 914 3,384 2,470 689

大規模地震対策の推進 234 245 11 22

火山災害対策の推進 158 159 2 25

土砂災害・水害等の災害時における避難対策等の推進 46 47 1 16

自治体における事前防災力強化の支援事業 0 170 170 0

要支援者の避難に係る個別避難計画の作成の推進 27 27 △ 0 0

防災計画の充実のための取組推進 15 26 12 0

社会全体としての事業継続体制の構築推進 39 46 7 0

防災を担う人材の育成、訓練の充実 220 413 193 55

実践的な防災行動定着に向けた国民運動の推進 109 191 82 114

官民連携による被災者支援体制整備等 67 359 292 457

事前防災対策総合推進費（仮称） 0 1,700 1,700 0

○ 災害応急対応 1,899 5,164 3,265 5,330

災害対応におけるデジタル化の推進等 822 988 166 3,171

プッシュ型支援のより迅速かつ確実な実施等 0 2,749 2,749 1,361

南海トラフ地震等に関する応急対策活動の具体計画の実効性検証 21 24 3 0

船舶を活用した医療提供体制の整備の推進 0 97 97 248

中央防災無線網の整備・維持管理等 955 970 15 232

立川・有明の丘・東扇島施設の維持管理等 101 337 235 318

○ 災害復旧・復興 340 488 148 139

被災者支援の推進 53 201 148 139

復興対策の推進 36 36 △ 0 0

特定地震防災対策施設運営費補助金 251 251 0 0

○ その他 438 1,648 1,210 38

国際関係経費 251 336 85 38

一般事務処理経費等 187 1,313 1,126 0

3,591 10,684 7,093 6,197

※デジタル庁に一括計上される総合防災情報システムの運用等（8.2億円)が含まれる。

６年度 対前年度 令和6年度

予算額 予算案 増△減額 補正予算

災害救助費等負担金 2,840 2,840 0 23,642

災害弔慰金等負担金 140 140 0 1,113

災害援護貸付金 150 150 0 101

被災者生活再建支援金補助金 600 600 0 3,994

3,730 3,730 0 28,849

※復興庁一括計上（東日本大震災分）として、災害救助費等負担金等(4.3億円)及び被災者生活再建支援金補助金(6.5億円)

を別途、要求している。

7,321 14,414 7,093 35,046

※内閣官房防災庁設置準備室経費（2.1億円）を含めると146.3億円。

（注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

予算案　　合　計

合　計

■ 災害救助等に係る負担金・補助金
７年度

合　計

令和７年度　内閣府防災部門　予算案総括表

区 分 ７年度
（主要事項名）

（単位：百万円）
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令和６年１２月 

内閣府防災担当 

令和６年度補正予算の概要 
 

 

◎令和６年度補正予算額 ：３５０．５億円 
 

 

１．能登半島地域の災害における教訓を踏まえた防災体制の抜本強化（２２．０億円） 

   

○災害時に活用可能なキッチンカー・トレーラーハウス等に係る登録制度（０．６億円）  

災害時に活用可能なキッチンカー、トレーラーハウス、ムービングハウス、コンテナハウス、トイレトレーラ

ー・トイレカー、ランドリーカー等について、被災自治体のニーズに応じて提供し、迅速な被災者支援・支援

者支援につなげるため、国による登録制度を創設するとともに、登録情報を蓄積するデータベースを構築

する。 

 

○プッシュ型支援における内閣府備蓄物資の分散備蓄（１３．６億円） 

全国各地への迅速かつ確実なプッシュ型支援を可能とするため、立川防災合同庁舎に加えて、新たに

全国７か所に、段ボールベッドやパーティション、簡易トイレ、温かい食事を提供するための資機材や入浴

のための資機材等、調達に時間を要するため一定の備蓄が必要なものについて、購入・分散備蓄を実施

する。 

 

○新総合防災情報システム（SOBO-WEB）の効果的な活用促進（４．９億円） 

新総合防災情報システム（SOBO-WEB）を活用した効率的な情報集約・共有等が行われるよう、地方公

共団体等において実践的な机上演習（TTX）等を実施するとともに、システム活用の意義や有用性を啓発

する。 

 

○避難生活支援・防災人材育成強化（０．２億円）   

地域のボランティア人材育成のために、避難生活環境の改善のためのスキル・ノウハウを身につけ

てもらう研修の実施地域を拡充する。 

 

○被災者支援団体への交通費補助事業（２．８億円） 

遠隔地から支援に駆けつける NPO・ボランティア団体等の被災者支援団体の交通費について、国費に

より被災者支援活動経費として一部補助することにより、被災者支援活動の活性化を図る。 

 

２．総合防災情報システムの整備等（２６．８億円）〔うち、デジタル庁一括計上予算２３．６億円〕 

 

○総合防災情報システムの整備等（２３．６億円） 

「防災デジタルプラットフォーム」の実現に向けて、新総合防災情報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）と地方公

共団体等の防災情報システムとの接続を進めるとともに、新総合防災情報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）、防災

ＩｏＴシステム、次期物資調達・輸送調整等支援システム等について令和６年能登半島地震の教訓等を踏ま

えた機能拡張等を実施する。 
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○防災分野のデータ流通促進・高度化等に向けた調査検討（１．０億円） 

国民等へのデータ流通促進に向けて、新総合防災情報システム（SOBO-WEB）とデジタル庁が構築予

定のデータ連携基盤等とのデータ連携ルール等の検討を行う。 

 

○官民の多様な被災者支援システムの相互連携強化（１．２億円） 

官民の多様な被災者支援システムの相互連携強化に向けた調査・検討を行うとともに、実証事業を通じ

てシステム連携による効果等を検証する。 

 

○地方公共団体における災害用物資の備蓄のDX化モデル事業（１．０億円） 

地方公共団体における物資調達・輸送調整等支援システムと連動した災害用備蓄管理体制のモデルケ

ースを構築するためのモデル事業を行う。 

 

３．災害発生時の対応の強化・推進（１０．７億円）  

 

○大規模災害対策の推進（０．６億円） 

能登半島地震や令和６年８月の南海トラフ地震臨時情報の発表等を踏まえ、大規模地震・火山・風水害

等について、減災対策の実効性向上に向けた各種施策を推進する。 

 

○企業等と連携した新しい地区防災計画づくりの推進に係る経費（０．１億円） 

近年の災害事例を調査しつつ、日頃からの自助・共助による災害への備えを強化するため、企業、病院、

学校、生協等多様な主体と連携した新しい地区防災計画づくりを推進する。 

 

○災害中間支援組織の設置・実践的機能強化（０．１億円） 

被災者支援のモレ・ムラが起きないよう、行政を含む多様な被災者支援の担い手間の連携・情報共有・役

割分担等が重要であり、都道府県域でこうしたコーディネーションを行う災害中間支援組織の設置を促す

ための支援を行う。 

 

○災害対策への民間主体の参画・活動促進に係る環境整備（１．５億円） 

NPO、企業・団体等の民間主体が災害対策に積極的に参画できる環境を整備するため、災害時応援手

順の検討や活動団体登録制度の検討等を行う。 

 

○アジア地域における戦略的な防災投資促進の枠組み整備（０．２億円） 

ASEAN加盟国各国防災機関と我が国防災関係機関・防災関連企業の連携プラットフォームを通じ、知見

の共有や施策検討を行うことにより、本邦防災関連企業の海外展開を促進するとともに、日本の経験・知見

を活用し地域の災害リスク削減に貢献する 。 

 

○大規模災害対応体制の改善に係る海外事例調査（０．２億円） 

海外における災害対応の優良・先進事例、およびこれらの事例にかかる行政機関の組織体制、法制度、

官民連携、国外からの支援受入れ等について、関係者ヒアリング・現地踏査を含めた詳細調査を行う。 

 

○事前防災強化に係る防災教育の推進（１．０億円） 

水・食料等の備蓄、避難行動の確認等、国民が大規模災害に備えるための事前防災対策について、能

登半島地震等の最新の経験・教訓を踏まえ国民各層に効果的に普及啓発を行うための検討を行うとともに、
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最新のデジタル技術等を活用した防災教育の推進を図る。 

 

○国と地域の災害対応力を底上げする人材育成の取組（０．６億円） 

国と地域の災害対応体制の強化のため、幅広い国の職員向けに災害対応 e ラーニングを新たに実施す

るとともに、県と市町村が一堂に会した地域研修を加速させる。 

 

〇能登半島地震を踏まえた被災者支援の強化・充実（０．３億円）   

  避難所におけるレイアウト図を作成する等、官民が連携して災害に備えて取り組むモデル事例を集め、

横展開することで、全国的な取り組みを促進する。また、能登半島地震等での知見を活かし、ホテル・旅館

等への二次避難を円滑に行うため、国において関係者の意見を徴収してガイドラインを作成する。 

 

〇災害ケースマネジメントの普及・定着 （０．２億円）  

これまで災害を経験したことがない等の地域に対し、国がケース会議の開催などを伴走支援することで、                  

災害ケースマネジメントの実施を進める。 

 

○災害救助法に基づく救助費用の求償手続きの効率化（０．４億円）  

被災自治体と応援自治体が、応援職員の活動状況、応援自治体における支出記録等を双方が容易に

確認し、関連する書類の提出を省略可能とする等の効率化を図るアプリケーションの開発を進める。 

 

〇中央防災無線網の円滑な運用のための設備整備（２．３億円） 

中央防災無線網の円滑な運用を継続するため、ネットワーク設備の機器の更新、設備の集約を行うととも

に、衛星通信サービスへの移行による指定公共機関との低コストな通信サービスを実現する。また、能登

半島地震を受け、現地対策本部のシステム構成等の検討、備品等の調達を行う。 

  

○立川・有明の丘・東扇島施設に係る施設改修等（３．２億円） 

災害対策本部予備施設（立川）及び東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（有明の丘・東扇島）について、

政府の災害対応に必要な機能及び性能を確保するため、施設の老朽化に伴う自動火災報知設備の更新

等を行う。 

  

４．災害時等における船舶を活用した医療提供体制の強化（２．５億円） 

船舶を活用した医療提供体制の整備を推進するため、過去の災害の被害状況等を検証し、船舶活用医

療の実効性・有効性を向上させる。また、運用に必要な資器材等を確保する。 

  

５．災害救助費等負担金 等（２８８．５億円） 

・災害救助費等負担金（２３６．４億円） 

・災害弔慰金等負担金（１１．1億円）  

・災害援護貸付金（１．０億円） 

・被災者生活再建支援金補助金（３９．９億円）   

 

（参考） 新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型） （1,000億円の内数） 

避難所の生活環境の抜本的な改善をはじめ、地方公共団体の先進的な防災の取組への支援を創設。 

 

（注）四捨五入の関係で合計等は必ずしも一致しない。 
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令和７年度内閣府防災部門 

税制改正概要 
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令和７年度税制改正要望結果（内閣府防災） 
 

 

○ 鉄道の耐震対策に係る特例措置の延長 

（地方税：固定資産税）（国土交通省） 

 

○ 防災上重要な道路の無電柱化のために新設した地下ケーブル等に

係る課税標準の特例措置の延長 

（地方税：固定資産税）（国土交通省） 

 

○ 港湾における民有護岸の改良等の促進に係る特例措置の拡充・延長 

（地方税：固定資産税）（国土交通省） 

 

○  被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置及び被災代替家屋に係

る税額の特例措置の拡充等 

（地方税：固定資産税、都市計画税）（国土交通省） 

 

○  平成30年７月豪雨における被災代替償却資産に係る固定資産税の特例

措置の廃止 

（地方税：固定資産税）（経済産業省） 

 

○ 令和２年７月豪雨における被災代替償却資産に係る固定資産税の

特例措置の拡充 

（地方税：固定資産税）（経済産業省） 
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① 鉄道の耐震対策に係る特例措置の延長 [延長]  

＜税目＞（地方税）固定資産税 

 

 

背景・目的 

 令和４年３月に発生した福島県沖を震源とする地震において、これまで集

中的に対策を進めてきた「せん断破壊」とは異なる「曲げせん断破壊（※１）」

がラーメン橋台（※２）に生じ、軌道沈下等の大きな損傷が発生した。 

損傷メカニズムを検証した結果、首都直下地震・南海トラフ地震が発生した

場合、ラーメン橋台に同様の破壊が多く発生し、甚大な被害が生じる恐れが

あることが判明しており、ラーメン橋台の「曲げせん断破壊」を防止する耐

震対策を緊急的に進める必要がある。 

一方で、鉄道の耐震対策には多大な費用がかかる上、施設の維持・管理にも

費用がかかることから、その促進には支援が必要である。 

（※１） 鉄筋コンクリートにおいて、鉄筋の効力が発揮された後に、せん

断破壊に類する損傷が生じる破壊  

（※２） 柱と梁が一体となったラーメン構造を用いて橋桁を支える構造物 

 

 

現行制度の概要 

 首都直下地震・南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地域等におい

て、曲げせん断破壊による損傷を防止することを目的とした耐震対策により

取得した施設（※３）について、取得後５年間にわたり、その課税標準を２

／３に軽減する。 

（※３）  １日当たりの平均片道断面輸送量が１万人以上の線区において、

鉄道施設総合安全対策事業に係る補助金を受けて取得したラーメン

橋台  

 

 

要望結果 

 現行の特例措置を２年間（令和７年４月１日～令和９年３月 31日）延長す

る。 

 

 

＜国土交通省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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② 防災上重要な道路の無電柱化のために新設した地下ケーブル等に係る課

税標準の特例措置の延長[延長]  

＜税目＞（地方税）固定資産税 

 

 

背景・目的 

 近年、頻発化・激甚化する災害に際し、市街地等の緊急輸送道路において、

電柱倒壊による道路閉塞の被害防止策として無電柱化を推進している。 

また、直近の令和６年能登半島地震では、約 3,100 本の電柱倒壊等が発生し

たことによる道路閉塞により、応急復旧作業への支障が一部で発生するなど、

防災上重要な道路の無電柱化の必要性に係る認識が一層向上した。 

これまで、緊急輸送道路のほぼ全てにおける新設電柱の占用が禁止されると

ともに、電線共同溝等の整備の進捗に合わせた既設電柱の占用制限も開始し

たところ、引き続き、本税制措置を講じることで、電線管理者の負担を軽減

し、一刻も早い無電柱化を促す必要がある。 

 

 

現行制度の概要 

 電線管理者が緊急輸送道路等において無電柱化を行う際に新たに取得した

電線等に係る固定資産税を、以下のとおり軽減する。 

（１）電柱の占用を禁止又は制限している道路 課税標準を４年間１／２に軽減 

（２）上記以外の緊急輸送道路        課税標準を４年間３／４に軽減 

 

 

要望結果 

 現行の特例措置を３年間（令和７年４月１日～令和 10 年３月 31 日）延長

する。 

 

 

＜国土交通省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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③ 港湾における民有護岸の改良等の促進に係る特例措置の拡充・延長[拡充・

延長]  

＜税目＞（地方税）固定資産税 

 

 

背景・目的 

 護岸等は、航路の機能確保や後背地の浸水防護のため重要な施設である。

しかし、民間事業者が所有・管理する護岸等の中には、十分な耐震性を有し

ないものや昨今の気候変動による平均海面水位の上昇や高潮・高波の災害リ

スクの増大を踏まえ、嵩上げ等が必要なものが存在する。 

こうした耐震性が不足している護岸等や、嵩上げが必要な護岸等が存在する

と、崩壊し航路を閉塞する可能性や、当該箇所から浸水し港湾広域に影響を

及ぼす可能性があるため、関係者連携・協働の取組が不可欠であるとともに、

その改良等に要する費用負担を軽減する必要がある。 

そのため、官民が連携し臨海部の強靱化に取り組む協働防護を推進し、民間

事業者が実施する耐震改良・浸水対策を支援することにより、サプライチェ

ーンの維持及び港湾の機能継続を図る。 

 

 

現行制度の概要 

 南海トラフ地震防災対策推進地域等において、国の無利子貸付を受けて改

良された特別特定技術基準対象施設（護岸・岸壁・物揚場）について、改良

後５年間にわたり、その課税標準を１／２（港湾区域が緊急確保航路又は開

発保全航路の区域に隣接する港湾に存する施設以外の施設については、 ５／

６）に軽減する。 

 

 

要望結果 

 民間事業者が策定する協定の対象となる施設であって、民間事業者が取得

又は改良した施設について、以下の拡充等を行った上で、改良等後５年間、

課税標準を１／２（※１）に軽減する固定資産税の特例措置を３年間延長す

る。 

（※１）港湾区域が緊急確保航路又は開発保全航路に隣接していない港湾に

ついては、５／６ 

・対象地域を「南海トラフ地震防災対策推進地域等」から「全国」へ拡充 

・対象施設へ「護岸、岸壁、物揚場」に加え「防潮堤、堤防、胸壁」を追加 

・施設の要件を「国の無利子貸付を受けて改良された施設」から「民間事業

者が策定する協定（※２）の対象施設」（※３）に変更 

（※２）一定の基準に適合するもの（関連する法改正を検討中） 
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（※３）国の支援を受けて作成された協働防護に関する計画を有する港湾に

おいて、国土交通省が認めた施設 

 

＜国土交通省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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④ 被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置及び被災代替家屋に係る税額

の特例措置の拡充等[拡充等]  

＜税目＞（地方税）固定資産税、都市計画税 

 

 

背景・目的 

令和２年７月豪雨の被災地においては、河川改修事業や土地区画整理事業

の未了等のやむを得ない事情により、現行の特例措置の適用期限である令和

６年度中に住宅再建が完了しない見込みの被災者が存在するため、令和７年

度以降の住宅再建を目指す被災者についても、引き続きその負担の軽減を図

る必要がある。 

 

現行制度の概要 

○ 被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置 

住宅が震災等の事由により滅失・損壊した土地について、当該土地が住

宅用地として使用することができないと市町村長が認める場合に限り、被

災後２年度の間、固定資産税及び都市計画税を以下の通り減額する。 

・固定資産税：課税標準を １／６（200 ㎡以下）、１／３（200 ㎡超） 

・都市計画税：課税標準を １／３（200 ㎡以下）、２／３（200 ㎡超） 

 

○ 被災代替家屋に係る税額の特例措置 

震災等の事由により滅失・損壊した家屋（被災家屋）の所有者が被災後

４年度までに、当該被災家屋に代わるものと市町村長が認める家屋を取得

等した場合に、当該家屋（被災代替家屋）に係る固定資産税及び都市計画

税の税額のうち被災家屋の床面積相当分について、取得等後４年度分につ

き１／２に減額する。 

 

要望結果 

 令和２年７月豪雨について、被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置及

び被災代替家屋に係る税額の特例措置を２年間（令和７年４月１日～令和９

年３月 31日）延長する拡充等を行う。 

 

 

＜国土交通省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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⑤ 平成 30 年７月豪雨における被災代替償却資産に係る固定資産税の特例措

置税制の廃止[廃止] 

 ＜税目＞（地方税）固定資産税 

 

 

現行制度の概要 

 震災等の事由により滅失・損壊した償却資産に代わるものとして、被災者

生活再建支援法（平成 10 年法律第 66 号）が適用された市町村の区域内で震

災等が発生した年から４年を経過する年の３月 31 日までの間取得または改

良する償却資産に係る固定資産税について、４年間にわたり２分の１に減額

する。 

 

要望結果 

 固定資産税の特例措置について、適用期限の延長をしない。 

 

 

＜経済産業省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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⑥ 令和２年７月豪雨における被災代替償却資産に係る固定資産税の特例措

置税制の拡充[拡充] 

＜税目＞（地方税）固定資産税 

 

 

背景・目的 

 新型コロナウイルスや人手不足の影響による公共工事の遅れのため、令和

２年７月豪雨による被災者の事業再建のための負担軽減を図るため、事業用

資産（償却資産）に被害を受けた事業者について、引き続き、事業用資産の

再取得等による事業再建を支援する必要があることから、固定資産税の軽減

措置に係る適用期限を延長する必要がある。 

 

 

現行制度の概要 

 震災等の事由により滅失・損壊した償却資産に代わるものとして、被災者

生活再建支援法が適用された市町村の区域内で震災等が発生した年から４年

を経過する年の３月 31 日までの間に取得または改良する償却資産に係る固

定資産税について、４年間にわたり２分の１に減額する。 

 

 

要望結果 

 令和２年７月豪雨においては、「震災等発生から４年を経過する年の３月

31 日までの期間」について、２年間（令和７年４月１日～令和９年３月 31

日）適用期限を延長する拡充を行う。 

 

 

＜経済産業省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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令和７年度内閣府防災部門 

機構・定員概要 
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内閣府防災の組織・定員の拡充について 

令和６年１２月 

令和７年度より、以下の観点から、内閣府防災の組織・定員を拡充（110） 

※（ ）内の数字は定員増数 

○ 「防災監」の新設（所要の法整備を前提）

○ 地域防災力の強化促進、避難生活環境の整備、官民連携や防災 DX によ

る災害対応機能強化 等 
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郵便番号 １００－８９１４ 

東京都千代田区永田町１－６－１ 

中央合同庁舎第８号館３階 

内閣府政策統括官（防災担当） 

電話 （０３）５２５３－２１１１（大代表） 

ＵＲＬ http://www.bousai.go.jp 
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